
⽇経新聞掲載名︓上場オルタナ

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表示しています。
※設定⽇は2025年1⽉23⽇です。

年間収益率の推移（％）
※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表示しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

2025/1 2025/7 2026/1

（百万円）（円） 純資産総額（右軸）

基準価額（税引前分配⾦再投資）（左軸）

基準価額（左軸）

基準価額、パフォーマンス等の状況

基準価額・純資産総額の推移 基準価額・純資産総額

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド
愛称︓オルタナゲート
追加型投信／内外／資産複合

分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資
したものとして計算しているため、実際の投資家
利回りとは異なります。

2025/12/5
2026/12/7
2027/12/6
2028/12/5
2029/12/5
設定来累計 分配実績なし

第5期

第1期 0
期 決算⽇ 分配⾦

第2期
第3期
第4期

純資産総額 523 百万円
基準価額 7,591 円

ファンド
1ヵ⽉ -6.66

3年 －
設定来 -24.09

3ヵ⽉ +0.01
6ヵ⽉ -22.13
1年 -13.07
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※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運用を⾏っており、東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略マザーファンドの資産の状況を記載
しています。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

主要な資産の状況

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

※⽐率は、純資産総額に占める割合です。
※投資形態は東京海上アセットマネジメントによる分類です。

※上記のコメントは、基準⽇時点の組⼊銘柄の紹介であり将来変更する可能性があります。

資産構成（％）

※株式には投資信託証券（インフラ投資信託証券、REIT（不動産投資信託証券）、未上場企業の株式等を主要投
資対象とする投資信託証券を含みます。）を含む場合があります。
※短期⾦融資産等は、組⼊有価証券以外のものです｡

投資形態別構成（％） 組入上位5カ国（％）

組入上位5銘柄（％）

組⼊銘柄数 21

5

EQT AB

6.9

約30年の歴史を持つスウェーデンのオルタナティブ・アセット運用会社。プライベートエク
イティ、インフラ、不動産へ主に投資。グローバルに事業を展開。成⻑性と下値耐性の
⾼い魅⼒的な業界を選定し、持続的に成⻑できる可能性がある⾼いクオリティ企業へ
投資を⾏う。

スウェーデン
上場運用会社

4

KKR & CO INC

7.2

1976年設⽴の世界最⼤規模のプライベートエクイティファンドを有するオルタナティブ資
産運用会社。プライベートエクイティ、不動産、インフラ等、様々なオルタナティブ資産へ
投資を⾏う。今後拡⼤が期待されるアジア市場やインフラ、退職年⾦市場での成⻑に
期待。

アメリカ
上場運用会社

3

APOLLO GLOBAL MANAGEMENT INC

8.0

30年以上の歴史を持つオルタナティブ資産運用会社。プライベートデット、プライベート
エクイティ、インフラ、不動産へ主に投資を⾏う。2022年に退職年⾦サービスを⾏うア
テネ社を買収。グローバルに⾼齢化が進展するなか、今後拡⼤が⾒込まれる退職年
⾦市場での成⻑に期待。

アメリカ
上場運用会社

2

BROOKFIELD CORP

8.4
カナダ・トロントに本社を置く100年以上の歴史を有するオルタナティブ資産運用会社。
デジタル化の進展や再⽣可能エネルギーの拡⼤を事業機会と捉え、⻑期的にキャッ
シュフローの成⻑が期待できる質の⾼い資産への投資を⾏う。

カナダ
上場投資会社

銘柄／国／投資形態 ⽐率 銘柄概要

1

BLACKSTONE INC

8.4

1985年設⽴のオルタナティブ資産運用会社。プライベートエクイティ、不動産、クレジッ
ト、ヘッジファンドなど、様々なオルタナティブ資産へ投資を⾏いグローバルに事業展開。
世界最⼤規模のオルタナティブ資産運用会社であり、オルタナティブアセット市場拡⼤
の恩恵を受ける。

アメリカ
上場運用会社

株式
短期⾦融資産等 3.3

100.0

資産 ⽐率
96.7

合計

純資産総額 523 百万円

国 ⽐率

3 カナダ 8.4
2 イギリス 17.9
1 アメリカ 47.4

4 スウェーデン 6.9
5 シンガポール 6.1

投資形態
上場運用会社
上場投資会社
上場ファンド

⽐率
67.7
23.0
6.0
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※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。
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Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

ファンドマネージャーコメント

＜市場概況＞
【株式市場:⽶国の年内利上げ観測で株価の下落圧⼒が⾼まるも、堅調な経済成⻑が⽀えとなり横ばいで推移】
⽉前半は、原油価格の上昇によるインフレ懸念や中東情勢の緊迫化が重⽯となり、海外株式市場は⼀時下落しました。しかし、⽶国とイランの
紛争終結に向けた覚書の合意が好感され、原油価格が下落したことによりインフレ懸念が後退し、海外株式市場は上昇に転じました。
⽉後半は、FRB（⽶連邦準備制度理事会）のウォーシュ新議⻑によるインフレ抑制発⾔や年内利上げ観測を受けて、海外株式市場は下落
圧⼒を受けたものの、中東情勢の不確実性が続くなか、堅調な経済成⻑と企業収益の伸びが⽀えとなり、横ばいで推移しました。
以上のような環境下、海外株式市場は前⽉末対⽐でおおむね横ばいとなりました。

【為替動向:⽶ドルに対して円安が進⾏し、約39年半ぶりの⽔準に】
⽶ドル円為替レートは円安⽶ドル⾼となりました。⽉前半は中東情勢の緊張緩和に伴う原油価格の下落を受けて、⽶ドル円為替レートはもみ
合う展開となりました。しかしその後、FRBがインフレ警戒姿勢を示した⼀⽅、⽇銀の追加利上げへの慎重姿勢から⽇⽶⾦利差の拡⼤が意識さ
れました。さらに、本邦輸⼊企業による実需の⽶ドル買いも相場を押し上げ、⽉末にかけて約39年半ぶりの円安⽔準まで進⾏しました。
ユーロ円為替レートは小幅に円⾼ユーロ安となりました。⽉前半は市場予想を上回る⽶国雇用統計や中東情勢の緊迫化に伴う原油⾼・⽶ド
ル⾼を受けて、⽶ドルに対してユーロが下落し、上値の重い展開が続きました。その後も、ラガルドECB（欧州中央銀⾏）総裁が追加利上げに
慎重な考え⽅を示したことなどから、円⾼ユーロ安が進みました。⽉末にかけては対⽶ドルでの円安進⾏に連動して円安ユーロ⾼が進⾏しました
が、⽉を通しては小幅に円⾼ユーロ安となりました。

＜運用状況＞
オルタナティブアセット市場拡⼤の恩恵を受け、持続的に利益成⻑できると考える銘柄に投資を⾏いました。オルタナティブアセット市場は、リター
ンの改善やリスク分散などの観点から機関投資家を中心に拡⼤してきました。足元ではオルタナティブ投資の裾野が拡⼤しており、個人投資家
向けの商品が開発されるなど「オルタナティブ投資」の⺠主化も徐々に拡⼤しています。そうした環境下、銘柄の選定にあたってはオルタナティブア
セット市場における事業機会、各社の経営戦略、運用資産の分散などの観点から、安定的に運用資産残⾼を増加し、持続的に利益成⻑でき
ると考える銘柄を中心に組⼊⽐率を⾼位に維持しました。
当⽉は、⽶国のオルタナティブアセット運用会社が四半期ごとの解約上限を超える解約請求に応じない旨の報道がネガティブ視されたことなどを
背景として、基準価額は前⽉末対⽐で下落しました。

＜今後の⾒通しと運用⽅針＞
今後の海外株式市場は、当⾯は、イラン情勢を巡る中東情勢の緊迫化を受けたマクロ経済や企業業績への影響を⾒極める動きおよび⾦融政
策の動向により、ボラティリティ（変動性）の⾼い展開が予想されます。⽶国の中間選挙までは株式市場は上値の重い展開が予想されるものの、
イラン情勢が徐々に収束に向かい企業業績の増益基調が維持されれば、海外株式市場は上昇する展開を予想しています。今後のオルタナティ
ブアセット市場は、機関投資家から個人投資家への投資家層の拡⼤、トランプ政権の規制緩和を背景としたM&Aの活発化によるプライベートエ
クイティの収益機会の増加、インフラの⽼朽化やデジタル化への対応などによるインフラ投資の拡⼤、グローバルに利下げが進む中での不動産市
場の回復など多くの成⻑要因があると考えています。
以上のような⾒通しのもと、引き続き、オルタナティブアセット市場拡⼤の恩恵を受け、持続的に利益成⻑できると考える銘柄を中心に投資を⾏
う⽅針です。
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⽇本を含む世界の取引所に上場されている、オルタナティブ投資を⾏う運用会社の株式および投資信託証券に投資を⾏います。
投資信託証券には、インフラ投資信託証券、REIT（不動産投資信託証券）、未上場企業の株式等を主要投資対象とする投資信託証券を
含みます。ファンドが投資する上場投資信託証券を「上場ファンド」ということがあります。

• 時価総額等を勘案し、オルタナティブ投資事業を⾏い、オルタナティブ投資の市場拡⼤の恩恵を受けると判断する銘柄を抽出します。
• 投資銘柄の選定およびポートフォリオの構築にあたっては、各銘柄の成⻑性や収益性、財務状況等のファンダメンタルズ分析に加え、バリュエー

ションおよび流動性等を勘案して⾏います。

株式や債券といった伝統的な資産や運用⼿法への投資に代わる、プライベート・エクイティ、プライベート・デット、不動産、インフラ等のオルタナ
ティブ・アセットや運用⼿法への投資をオルタナティブ投資といいます。

プライベート・エクイティ

プライベート・デット

不動産

インフラ

上記は、オルタナティブ・アセットへの投資の例を示したものであり、オルタナティブ・アセットへの投資の全てを示すものではありません。
また、ファンドは、オルタナティブ・アセットに直接投資を⾏いません。

外貨建資産については、原則として為替ヘッジを⾏いません。

資⾦動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

【分配⾦に関する留意事項】

・

・ 将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

公益事業（発電、送配電、通信、ガス、⽔道等）や交通運輸施設（有料道路、空港、港湾等）といっ
た経済インフラ、また、学校、病院、官公庁施設といった社会インフラに投資します。インフラは⽣活や産業の
基盤であるため、⼀般的には景気変動の影響を受けづらく、⻑期的に安定したリターンが期待されます。

※

2.

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がり
ます。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合がありま
す。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファ
ンドの収益率を示すものではありません。受益者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全額が、実質的には元本の⼀部払戻し
に相当する場合があります。ファンド購⼊後の運用状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

1.
※

主に未上場企業の株式等に投資し、投資先の企業価値の向上を働きかけることによってリターンを獲得する
ことをめざします。

銀⾏以外の主体が非上場企業に貸し出しているローンに投資し、主に企業の負債に対する利⼦等の収⼊
を得ることをめざします。

オフィス、商業施設、産業施設、集合住宅、ホテル等の商業用不動産に投資し、主に家賃収⼊を源泉とす
る収益や保有資産の値上がり益の獲得をめざします。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

ファンドの特⾊（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

オルタナティブ・アセットへの投資例
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・

・ 運用による損益は、全て投資者に帰属します。
・ 投資信託は預貯⾦や保険と異なります。
・ ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

■価格変動リスク ︓

■ ︓

■為替変動リスク ︓

■信用リスク ︓

■⾦利変動リスク ︓

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

インフラ投資信託証券およびREITは、⾦利が上昇する場合、他の有価証券の利回り等との⽐較から売却され、価格が下落
することがあります。また、⾦利の上昇により発⾏体の債務返済負担が増加することがあります。⾦利の変動により、組⼊銘柄
の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。

投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあり
ます。

株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、短期的または⻑
期的に⼤きく下落することがあります。組⼊銘柄の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。
上場ファンドの価格は、保有資産の評価の下落、保有資産の市況に対する⾒通しや需給等、さまざまな要因を反映して変
動します。組⼊銘柄の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。
ファンドが投資する株式および投資信託証券の発⾏体である上場運用会社、上場投資会社および上場ファンドは、未上場
企業の株式等を対象に投資事業を⾏うものを含みます。未上場企業の株式等は取引所で売買されないため上場株式と⽐
較して発⾏企業の情報が少なく、価格は発⾏企業の動向（上場、Ｍ＆Ａ等）の影響を受けます。また、流動性が低く、不
利な価格での取引をせざるを得なくなる等、流動性リスクや各種リスクの影響が⼤きくなる可能性があります。これらの発⾏体
が投資する未上場企業の株式等の価格が下落することにより、組⼊銘柄の価格が下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。
上場運用会社、上場投資会社および上場ファンドの収益は、主にオルタナティブ投資事業から得られます。これらの発⾏体の
収益は、オルタナティブ・アセットの市況、オルタナティブ投資事業に関する市場動向等の変動の影響を受けます。これらの発
⾏体が投資する資産の価格が下落することにより、発⾏体の収益に影響を与え、組⼊銘柄の価格が下落した場合には、基
準価額が下落する要因となります。
ファンドでは、⽐較的少数の銘柄への投資を⾏うため、より多くの銘柄への投資を⾏うファンドと⽐べて、1銘柄の株価変動が
投資全体の成果に及ぼす影響度合いが⼤きくなる可能性があります。

特定のテーマへの
集中投資リスク

ファンドは、オルタナティブ投資事業を⾏い、オルタナティブ投資の市場拡⼤の恩恵を受けると判断する銘柄に集中的に投資す
るため、幅広い業種・銘柄に分散投資を⾏うファンドと⽐較して、基準価額の変動が⼤きくなる可能性があります。

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を受けます。
為替レートは、各国・地域の⾦利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により⼤幅に変動することがありま
す。組⼊外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円⾼⽅向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要因となりま
す。

組⼊有価証券の発⾏体の信用状況（経営や財務状況等）が悪化した場合、倒産等の状況に陥り投資した資⾦が回収
できなくなる場合があります。また、こうした状況に陥ると予想され、組⼊銘柄の価格が下落した場合には、基準価額が下落
する要因となります。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

ファンドの主なリスクについて（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート
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■カントリーリスク ︓

■流動性リスク ︓

■ ︓

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

法制度等の
変更リスク

インフラ投資信託証券およびREITに関する法制度（税制・建築規制等）の変更により、組⼊銘柄の価格が下落、配当⾦
が減少した場合、基準価額が下落する要因となります。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が⽣じた場合、または取引に対して新たな規制が
設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資⽅針に沿った運用が困難となることがあります。
また、投資対象国・地域には新興国が含まれています。新興国を取巻く社会的・経済的環境は不透明な場合もあり、⾦融
危機、デフォルト（債務不履⾏）、重⼤な政策変更や様々な規制の新たな導⼊等による投資環境の変化が、先進国への
投資に⽐べてより⼤きなリスク要因となることがあります。
さらに、新興国においては市場規模が小さく流動性が低い場合があり、そのため組⼊資産の価格変動が⼤きくなることがありま
す。

受益者から解約申込があった場合、組⼊資産を売却することで解約資⾦の⼿当てを⾏うことがあります。その際、組⼊資産
の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも⼤幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場
合、基準価額が下落する要因となります。

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

ファンドの主なリスクについて（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）（続き）
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購⼊単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦代⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して、5営業⽇目からお⽀払いします。

原則として午後3時30分までに、販売会社の⼿続きが完了したものを当⽇受付分とします。なお、販売会社により取扱いが
異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換⾦制限 ファンドの資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤口の換⾦には制限を設ける場合があります。

・ ニューヨーク証券取引所の休業⽇
・ ロンドン証券取引所の休業⽇

信託期間
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・ 受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・ やむを得ない事情が発⽣したとき

決算⽇
年1回の決算時に収益分配⽅針に基づき、収益分配を⾏います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。
収益分配時の普通分配⾦、換⾦時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は、税法上、⼀定の条件を満たした場合に少額投資非課税制度「NISA」の適用対象となります。
ファンドは、「NISA」の「成⻑投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合が
あります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除および益⾦不算⼊制度の適用はありません。
※税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

■投資者が直接的に負担する費用
購⼊価額に対して上限3.3％（税抜3％）の範囲内で販売会社が定める率をかけた額とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

■投資者が信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用
（信託報酬）

以下の費用・⼿数料等がファンドから⽀払われます。
・ 監査法人に⽀払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）
・ 組⼊有価証券の売買の際に発⽣する売買委託⼿数料
・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用
・ 信託事務等にかかる諸費用
※

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。
※ファンドが実質的に投資する上場ファンドについては、市場の需給等により価格形成されるため、上場ファンドの費用は表示しておりません。

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

収益分配

課税関係

購⼊時⼿数料

ファンドの純資産総額に年率0.9009％（税抜0.819％）をかけた⾦額とします。

その他の費用・
⼿数料

監査にかかる費用を除く上記の費用・⼿数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示すること
ができません。

購⼊・換⾦
申込不可⽇

以下に該当する⽇には、購⼊・換⾦のお申込みができません。

2045年12⽉5⽇まで（2025年1⽉23⽇設定）

繰上償還

12⽉5⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

申込締切時間

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

お申込みメモ（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの費⽤（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）
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■

■
■

■

■
   
■投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
■投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。
■登録⾦融機関から購⼊した投資信託は、投資者保護基⾦の補償対象ではありません。

■委託会社︓東京海上アセットマネジメント株式会社
ファンドの運用の指図を⾏います。

商号等︓ 東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者　関東財務局⻑ (⾦商) 第361号

加⼊協会︓⼀般社団法人 資産運用業協会、⼀般社団法人 第⼆種⾦融商品取引業協会
■受託会社︓野村信託銀⾏株式会社

ファンドの財産の保管・管理を⾏います。
■販売会社

投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動し
ます。したがって、元本が保証されているものではありません。
投資信託は、⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に⽣じた利益および損
失は、全て投資家に帰属します。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投
資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧の上、ご自⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）は販売会社までご請求ください。
当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に記載された運用
実績は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

当資料のお取扱いにおけるご注意

Monthly Report
東京海上・上場オルタナティブ・アセット・マネージャーズ戦略ファンド 愛称︓オルタナゲート

委託会社、その他関係法人

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。
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株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新⽣銀⾏
（委託⾦融商品取引業者 株式会社 ＳＢＩ証券） ○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会
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前掲の販売会社または下記までお問い合わせください。
東京海上アセットマネジメント サービスデスク   ０１２０－７１２－０１６ 受付時間︓営業⽇の９時〜17時

ホームページ　https://www.tokiomarineam.co.jp/

※8ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

当ファンドの照会先

Monthly Report
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